
【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和 5年 3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 77,478,351,627 固定負債 39,662,187,983 

有形固定資産 69,964,562,193 地方債等 25,776,590,975 
事業用資産 24,652,137,774 長期未払金 5,457,896 

土地 11,658,964,600 退職手当引当金 2,058,207,488 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 24,599,071,528 その他 11,821,931,624 
建物減価償却累計額 △ 14,183,533,827 流動負債 2,547,074,086 
工作物 3,967,924,473 １年内償還予定地方債等 2,253,088,846 
工作物減価償却累計額 △ 2,758,098,900 未払金 59,099,379 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 197,049,478 
航空機 - 預り金 28,588,912 
航空機減価償却累計額 - その他 9,247,471 
その他 1,060,000 42,209,262,069 
その他減価償却累計額 △ 1,060,000 【純資産の部】
建設仮勘定 1,367,809,900 固定資産等形成分 82,573,823,916 

インフラ資産 43,707,919,324 余剰分（不足分） △ 38,964,725,724 
土地 6,478,672,205 他団体出資等分 - 
建物 3,332,594,691 
建物減価償却累計額 △ 1,672,494,933 
工作物 75,423,852,650 
工作物減価償却累計額 △ 41,932,145,262 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 2,077,439,973 

物品 5,216,591,074 
物品減価償却累計額 △ 3,612,085,979 

無形固定資産 1,652,790,055 
ソフトウェア 80,663,075 
その他 1,572,126,980 

投資その他の資産 5,860,999,379 
投資及び出資金 85,706,000 

有価証券 - 
出資金 85,706,000 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 125,634,360 
長期貸付金 2,297,600 
基金 5,658,611,970 

減債基金 - 
その他 5,658,611,970 

その他 5,491,531 
徴収不能引当金 △ 16,742,082 

流動資産 8,340,008,634 
現金預金 3,093,805,389 
未収金 158,428,378 
短期貸付金 - 
基金 5,095,472,289 

財政調整基金 4,699,022,900 
減債基金 396,449,389 

棚卸資産 1,284,900 
その他 3,547,812 
徴収不能引当金 △ 12,530,134 

繰延資産 - 43,609,098,192 
85,818,360,261 85,818,360,261 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　令和 4年 4月 1日
至　令和 5年 3月31日

（単位：円）

金額

経常費用 22,542,039,088 

業務費用 9,964,693,848 

人件費 2,927,755,812 

職員給与費 2,283,552,118 

賞与等引当金繰入額 195,797,097 

退職手当引当金繰入額 33,417,015 

その他 414,989,582 

物件費等 6,328,931,825 

物件費 3,420,614,809 

維持補修費 173,691,469 

減価償却費 2,730,410,372 

その他 4,215,175 

その他の業務費用 708,006,211 

支払利息 201,476,405 

徴収不能引当金繰入額 20,053,369 

その他 486,476,437 

移転費用 12,577,345,240 

補助金等 2,750,968,064 

社会保障給付 9,641,175,808 

他会計への繰出金 - 

その他 185,201,368 

経常収益 1,445,613,939 

使用料及び手数料 818,886,306 

その他 626,727,633 

純経常行政コスト 21,096,425,149 

臨時損失 117,131,103 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 116,122,315 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 1,008,788 

臨時利益 2,162,805 

資産売却益 2,162,805 

その他 - 

純行政コスト 21,211,393,447 

科目
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【様式第３号】

（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 43,528,761,968 83,865,314,250 △ 40,336,552,282 0 

純行政コスト（△） △ 21,211,393,447 △ 21,211,393,447 0 

財源 21,288,017,721 21,288,017,721 0 

税収等 13,540,506,707 13,540,506,707 0 

国県等補助金 7,747,511,014 7,747,511,014 0 

本年度差額 76,624,274 76,624,274 0 

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,306,494,973 1,306,494,973 

有形固定資産等の増加 1,710,943,834 △ 1,710,943,834 

有形固定資産等の減少 △ 2,814,691,901 2,814,691,901 

貸付金・基金等の増加 413,355,058 △ 413,355,058 

貸付金・基金等の減少 △ 616,101,964 616,101,964 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 6,456,841 6,456,841 

他団体出資等分の増加 - - 

他団体出資等分の減少 - - 

比例連結割合変更に伴う差額 △ 9,665,646 14,910,508 △ 24,576,154 

その他 6,920,755 △ 6,362,710 13,283,465 

本年度純資産変動額 80,336,224 △ 1,291,490,334 1,371,826,558 0 

本年度末純資産残高 43,609,098,192 82,573,823,916 △ 38,964,725,724 0 

科目 合計

連結純資産変動計算書
自　令和 4年 4月 1日
至　令和 5年 3月31日
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【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　令和 4年 4月 1日
至　令和 5年 3月31日

（単位：円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 19,752,110,339 

業務費用支出 7,263,679,616 
人件費支出 2,969,793,975 
物件費等支出 3,617,658,230 
支払利息支出 201,476,405 
その他の支出 474,751,006 

移転費用支出 12,488,430,723 
補助金等支出 2,751,012,467 
社会保障給付支出 9,641,175,808 
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 96,242,448 

業務収入 22,070,587,508 
税収等収入 13,216,403,591 
国県等補助金収入 7,375,363,556 
使用料及び手数料収入 828,494,612 
その他の収入 650,325,749 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 6,809,000 
業務活動収支 2,325,286,169 
【投資活動収支】

投資活動支出 2,115,976,359 
公共施設等整備費支出 1,740,978,866 
基金積立金支出 355,934,743 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 - 
その他の支出 19,062,750 

投資活動収入 1,186,564,955 
国県等補助金収入 318,553,470 
基金取崩収入 531,972,165 
貸付金元金回収収入 - 
資産売却収入 23,018,320 
その他の収入 313,021,000 

投資活動収支 △ 929,411,404 
【財務活動収支】

財務活動支出 2,552,659,147 
地方債等償還支出 2,545,742,102 
その他の支出 6,917,045 

財務活動収入 1,494,924,515 
地方債等発行収入 1,484,970,275 
その他の収入 9,954,240 

財務活動収支 △ 1,057,734,632 
本年度資金収支額 338,140,133 
前年度末資金残高 2,743,452,236 
比例連結割合変更に伴う差額 △ 1,323,807 
本年度末資金残高 3,080,268,562 

前年度末歳計外現金残高 13,708,631 
本年度歳計外現金増減額 △ 171,804 
本年度末歳計外現金残高 13,536,827 
本年度末現金預金残高 3,093,805,389 

科目
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1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②　無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価
　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

　連結対象団体については、それぞれの会計基準に基づき、有形固定資産等の評価を行っています。

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
　
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定。）
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
　
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

　連結対象団体については、それぞれの会計基準に基づき、有価証券等の評価を行っています。

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による低価法
　連結対象団体については、それぞれの会計基準に基づき、棚卸資産の評価を行っています。

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　 14年～50年
　　　　工作物　 10年～50年
　　　　物品 　　 2年～15年
　　ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。

②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及び
　リース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

　連結対象団体については、それぞれの会計基準に基づき、有形固定資産等の減価償却を行っています。

注　記
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(5)　引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金
　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。
②　退職手当引当金
　　期末自己都合要支給額を計上しています。
③　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する
　将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
④　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞ
　れ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

　連結対象団体については、それぞれの会計基準に基づき、引当金を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法

①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　連結対象団体については、それぞれの会計基準に基づき、会計処理を行っています。

(7)　連結資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金と要求払預金）及び現金同等物
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。
　

(8)　採用した消費税等の会計処理

2　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）

(1)　連結財務書類の対象団体について

　連結の方法は次のとおりです。
①　一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき、比例連結の対象としています。

②　第三セクター等は、出資割合等が50%を超える団体（出資割合等が50%以下であっても業務運営に実質的に主導
　的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。

(2)　出納整理期間について

　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体においては、出納整理期間における現金の
受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない団体と出納整理期間を設けている団体との間で、出納整理期間に現金の受払
い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　連結対象団体については、それぞれの会計基準に基づき、会計処理を行っています。

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合

甲府地区広域行政事務組合 一部事務組合 比例連結 14.36%

中巨摩地区広域行政事務組合 一部事務組合 比例連結 16.61%

三郡衛生組合 一部事務組合 比例連結 9.65%

山梨西部広域環境組合 一部事務組合 比例連結 9.80%

東八代広域行政事務組合 一部事務組合 比例連結 7.16%

山梨県市町村総合事務組合 一部事務組合 比例連結 3.38%

山梨県後期高齢者医療連合 広域連合 比例連結 2.89%

中央市農業振興公社 第三セクター等 全部連結 －

中央市社会福祉協議会 第三セクター等 全部連結 －

中央市　６


